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2002年における国民 1 人当たりのFDI累積額がロシアでは僅か 192 ドルであったのに対し，
チェコでは 3,622 ドル，ハンガリーでは 3,015 ドル，ポーランドでは 1,312 ドルであり，
その差は歴然としている。しかし，近年の世界市場におけるエネルギー価格の急騰やそれ
に恩恵を受けた目覚ましい景気拡大を反映して，ロシアへの外国直接投資 (FDI) は，大き







































サハリン 2 においては，周知の通り，2007年 4 月の当事者間の最終合意以降，ガスプロム
















2 Инвестиции в россии (2001; 2003; 2005; 2007), Росстат, Москва.  4
への FDI が，2003年以降激増していることが図 1 より容易に見て取れる。即ち，1995～













(228.3億ドル ) を占めているが，同様に，サハリン州は21.3％(155.1億ドル ) に達してい












3 西村(2000)にも指摘されているが， FDI 統計の数値は，各国の政府関連機関，国連及
び IMF 等の機関によって異なっている。また，その理由のひとつでもあるが， IMF を始め
とする機関の統計の多くが現物投資を含んでいない ( 西村， 2000) 。その他にも， FDI 統
計がネットであるかグロスであるか等の違いがある。5




まず初めに，表 1 及び図 2 を参照しながら，サハリン・プロジェクトの概要及びこれま
での事業経緯を述べる
4 。
サハリン 1 及びサハリン 2 の両プロジェクトは，サハリン島東部沖で実施されている外
資主導の大型石油・天然ガス開発プロジェクトである。また，同プロジェクトは，大陸棚





5 ( 本村， 2007) 。更に
我が国からも，サハリン石油ガス開発(SODECO)に資本提携する伊藤忠商事や丸紅 ( サハ
リン1)及び三井物産や三菱商事 ( サハリン2)といった有力商社が資本参加している。
サハリン 1 の実現のためには， 120 億ドル以上を要すると見込まれている。同プロジェ




ス共に生産開始されている。一方，サハリン 2 においては， 100 億ドルの投資総額が予定
されていたが，その投資総額が倍増する見込みとなったことが，2005年 7 月にオペレータ
4 サハリン 1 のホームページ (http://www.sakhalin1.com) 及びサハリン 2 のオペレーターであ
るサハリン・エナジー社のホームページ (http://www.sakhalinenergy.com) の他，各種資料を
参照。
5 サハリン 1 には，協定締結当時からロスネフチ社が資本参加していたのに対し，サハリ
ン 2 は外国資本のみで運営されていた。しかしながら，2007年にガスプロム社がサハリ
ン 2 に参加し，現在では同社が最大株主 (50 ％＋ 1 株 ) となっている。サハリン 2 への
ガスプロム社の参入においては，ロイヤル・ダッチ・シェル社の持っているサハリン 2
の25％の権益とガスプロム社所有のザポリヤルノエ・ガス田の白亜紀層の最下部の50％
の権益の交換が決まった 1 週間後に，サハリン 2 の事業主体であるサハリン・エナジー
社が，重要な利害関係者となったガスプロム社に知らせずに，サハリン 2 の総投資額の
倍増 ( 計 200 億ドル ) を発表し，外資に対するガスプロム社側の不信を招いたという経
緯がある（本村，2007，52頁 ） 。6
ーであるサハリン・エナジー社から発表された。その石油産出量は，日産で18万バレルが
目標とされている。サハリン 2 の開発対象はピルトン・アストフとルンスコエの 2 鉱床で
あり，そこから産出される原油及び天然は国外に輸出される方針である。1999年から夏季
のみ生産されていた原油は，2007年12月における新しい積出基地の完成により，通年での












































空港 ） ， 橋梁の改修，港湾整備（ホムルスク港 ） ， 道路整備，病院の改良事業（救急車の








8 。即ち，投資家にとっての PS 方式の大きな利点として，投資受入国への支払いや税
金支払いの簡素化があげられるが，それにより，投資家側が問題視していた税制の頻繁な
7 尚，サハリン発展基金は2004年に設立され，同年から各社は， 1 回 2,000 万ドルずつ
（合計 5 回）に分割してサハリン州に納金する予定である（北海道サハリン事務所，
2007 ） 。
8 尚，ロシアでは， PS 法制定前に生産物分与協定が締結されていたサハリン 1 ，サハリ
ン 2 及びハリヤガの 3 つのプロジェクトにしか同方式の採用が認められていない。しか















が徐々に激化してきたが（石井，2007，pp.24-25 ） ， 交渉の先行していたサハリン 2 に関
する生産物分与協定(PSA)が締結された1994年時点での 1 バレル当たりのウラル原油価格
（ 12.35 ドル
10 ）の低さからすれば， PS 方式の採用を決定したロシア政府の判断は，そ
の当時としては妥当といえるかもしれない。更に， Ziener (2001) によれば， PS 方式で開
発された場合の累積生産量と税収総額は，その他の条件が同一の場合，ライセンス方式に
よる開発の場合と比べて，それぞれ 8.7 倍と 3.5 倍も増大する一方で， 1 トン当たりの開
発コストを 1/8 まで低減させる効果をもたらすと指摘されている。また同様に，サハリン








11 が指摘し得る（表 2 ） 。
そしてこの問題は，更に 3 つの問題に区分し得る。
9 1995年 2 月24日， 6 月14日，10月27日，11月15日及び12月 6 日付Государственная дума，
Chaisty (2007) ， Heimrich (2002) 。
10 EIA ホームページ (http://www.eia.doe.gov/) 。





～12％であることを鑑みれば，サハリン・プロジェクトのロイヤリティが 6 ～ 8 ％である














の回収が，サハリン 2 では最大 100 ％まで認められているのに対して，サハリン 1 では
85％までしか認められていないことや，それが，国家と投資家との間で分配される生産物






国家収益の増大にとって，サハリン 1 の方がサハリン 2 よりも好条件にあるのである（表





2 ） 。 例えば，ロイヤリティの配分に関しては，サハリン 1 のロイヤリティ（地下資源利
用のためのロシア政府への支払い）の比率がプロジェクト収益の 8 ％であるのに対し，サ
ハリン 2 では 6 ％と定められているのである。また，生産物分与（利潤生産物）の配分は，
プロジェクトの収益率が高ければ高いほど国家の取り分が増大するシステムになっている




時には50％となっているのである(Sugimoto and Furuta, 1999; 村上， 1999; 2000)
13 。更に，






しかしながら，上述の 1 点目と 2 点目の問題は残存しているのである。
問題点の第 2 に，中央政府と地方政府との間の利益配分問題がある。即ち，税法及び予
算法の変更により，サハリン・プロジェクトの開始時期よりも地方政府予算に納入される




ては連邦に95％，連邦構成主体に 5 ％，他方，天然ガスに至っては連邦に 100 ％，連邦構
成主体に 0 ％と変更されており(Экономика и Жизнь, 2000;横川， 2007) ，連邦構成主体予
算に組み込まれていたロイヤリティ収入の殆ど全てが連邦政府の取り分になってしまって
いる。その一方で，企業利潤税は逆に，上記の法令改定によりその配分比率が80％まで引




















法第１条 3 項 ) ，投資家は発言により自己の影響力を強めることで，自己に有利な契約条
件を締結することが可能になるのである








ンツ規定（第 7 条 2 項）の不十分な遵守である。具体的には，ローカルコンテンツ規定に
関する法運用上の問題があげられる。即ち，ロシア企業あるいはロシア人が必要とされる
技術条件を満たさない場合には，外国企業及び外国人の利用に関してローカルコンテンツ






















降生産された原油（ 8,500 万バレル）の内， 350 リットルの炭化水素の漏洩があったこと
が公表されている


























る。即ち，前者は，2004年に量では 157.6 万トン，額では 4 億 6,740 万ドル，同様に2005
年は 167.9 万トン（対前年比 107 ％ ） ， 7 億 4,230 万ドル（対前年比 159 ％）であった。
他方，後者は，2004年に 3 億 7,267 万ドル，2005年に13億 1,623 万ドル（対前年比
353 ％）であった。結果として，1997～2006年の貿易累積額では，15.4億ドルの輸入超過




9,000 万ルーブル，2002年に82億 800 万ルーブル，2003年に 248 億 1,200 万ルーブル，






ジェクトの開発サイト）とコルサコフ地区（サハリン 2 の石油輸出ターミナル及び LNG
プラントの建設現場）において顕著である。即ち，前者の効果について，2006年の時点で，
ノグリキ地区で 7,800 人，コルサコフ地区で 1 万 4,200 人と， 2 地区のみで 2 万 2,000 人
もの雇用が創出されているのである。後者の効果に関しては，2001～2006年の 6 年間で
7.5 倍も増大したノグリキ地区の年平均月収は，各年の単純平均で，サハリン州全体の賃
金の 2.2 倍高い水準にあり，2006年には 3.1 倍にまで差が拡大している。ノグリキ地区程
20 例えば，サハリン・プロジェクトの貢献として，ロシア政府及びサハリン州政府の税収
増大や石油及び天然ガスの生産量の増大等が期待されている (Ziener, 2001; Порхоменко, 
2005) 。
21 北海道サハリン事務所提供資料，サハリン 1 のホームページ (http://www.sakhalin1.com) 及
びサハリン 2 のオペレーターであるサハリン・エナジー社のホームページ
(http://www.sakhalinenergy.com) を参照。










24 。サハリン 1 及びサハリン 2 ともに既に原油の生産と輸出が行われてい
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1995年6月 生産物分与協定締結 1995年12月 生産物分与法成立
1995年12月 生産物分与法成立 1996年1月 生産物分与法発効
1996年1月 生産物分与法発効 1996年5月 生産物分与協定発効
1996年6月 生産物分与協定発効 1996年6月 探査作業開始
1996年6月 探鉱作業開始 1996年７月 フェーズ1の開発計画承認
1999年6月 天然ガスパイプラインFS開始 1998年1月 開発宣言
2001年10月 プロジェクトの商業化宣言発表 1999年7月 フェーズ1の石油生産開始（夏
季）
2002年 フェーズ1の工事開始 1999年9月 フェーズ1の石油輸出開始
2003年7月 チャイヴォ鉱床掘削開始 2001年6月 ロシア政府がフェーズ2を承認
2004年4月 連邦当局がフェーズ1のFSを承認 2003年5月 フェーズ2の事業化宣言






2006年10月 国外向け原油の出荷開始 2008年11月 原油・ガスパイプライン完成















































































































































2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
ロイヤリティ … 180,117 84,338 69,324 39,081 127,569 443,597
サハリン発展基金
2） － － － 634,000 582,400 568,000 520,000
生産物分与関係 － － － － － － 918,400
歳入に占めるロイヤリティの割合（％） … 3.9 1.4 0.8 0.4 1.0 2.3
歳入に占める上記3項目の割合（％） … 3.9 1.4 8.5 6.0 5.2 9.7
原油輸出量（千トン）
3） … … … 1,576 1,679 … …
原油輸出額（千ドル） … … … 467,400 742,300 … …
輸出総額に占める原油の割合（％） … … … 51.0 56.0 … …
機械製品輸出額（千ドル） … … … 372,672 1,316,231 … …



















5,099 7,006 9,284 11,875 15,175 22,538 …
3,240 4,360 5,499 6,740
3,568 4,883 6,628 9,209
36,568 70,770 …
12,414 16,561 …




… … 5,090 8,208 24,812 32,356 44,043